
経常収支と収支率について
□経常収支と収支率について

経常収支：事業者が日々の営業活動およびその付帯活動によって、継続的に得られる収益(収入)と

継続的にかかる費用(支出)の差額のこと。

経常収支 ＝ 経常収益(収入) ー 経常費用(支出)

【R6】 経常収益 8,570,580円 - 経常費用 17,048,552円 ＝ ▲8,477,972円

【R7】 経常収益 15,498,901円 - 経常費用 27,132,900円 ＝ ▲11,633,999円

長南町
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経常収支と収支率について
□経常収支と収支率について

収支率：運賃収入が、運行費(人件費、燃料費、維持費など）のどのくらいの割合をまかなえている

かを示す指標のこと。

収支率 ＝ 経常収益(運賃収入) ÷ 通常経費(運行経費) × １００

【R6】経常収益 8,570,580円 ÷ 経常費用 17,048,552円 ×100 ＝ 50.27％

【R7】経常収益 15,498,901円 ÷ 経常費用 27,132,900円 ×100 ＝ 57.12％

R7の経常費用増加の主な事由
・人件費の増大（運転手の2024年問題が大きな影響を与えているとのこと）
・車両購入による減価償却費

長南町
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令和８年度デマンドタクシー運行について

□意見書の回答 １２名

＜その他意見＞

・地域内の輸送資源について、急ぎ把握を開始し、現在のデマンドタクシーの運行に支障が生じた場合の

対策案を検討することを推奨する。

・コールセンターを設置し、チェック機能を強化する。チケット制も考えてほしい。

・公共交通網の利便性向上と計画にあるが、具体的には何を行うのか。

・車両２台をデマンドタクシーに限定して運行することを検討してみてはどうか。

長南町
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令和８年度デマンドタクシー運行について

□その他の意見について
・地域内の輸送資源について、急ぎ把握を開始し、現在のデマンドタクシーの運行に支障が生じた場合の

対策案を検討することを推奨する。

⇒長南タクシー１社による運行について、万が一、長南タクシーが運行できない状況になった際のリスク

ヘッジとして、今後近隣の市町村と、非常時相互応援協定等を結ぶなどの手法により、有事の際には運

行体制が確保できるよう検討する。

・コールセンターを設置し、チェック機能を強化する。チケット制も考えてほしい。

⇒４月から１社になることにより、コールセンターを設置すると現状より対応が遅れ、利便性を損なう

恐れがあるため導入の検討はなし。チケットについては、登録者が役場にチケットを取りに来たり、

郵送費等のコストが生じるなど登録者や事業者及び町にとってメリットがないため、検討はなし。

長南町
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令和８年度デマンドタクシー運行について

□その他の意見について
・公共交通網の利便性向上と計画にあるが、具体的には何を行うのか。

⇒現在運行しているデマンドタクシーの運行内容見直しや、乗降場所を指定したオンデマンド型のタ

クシー運行の検討など。

・車両２台をデマンドタクシーに限定して運行することを検討してみてはどうか。

⇒２台に限定してしまうと、町内全域から予約が入るため、予約の時間通り運行できない状況になって

しまうため、２台だけに限定しての運行は行っていない状況である。今後も同様の考えにより、車両

をデマンドタクシーに限定しての運行は考えてない。

長南町
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別 紙 

 

令和７年６月１９日 

 

          （名称）長南町公共交通活性化協議会           
  

１．地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性 

 長南町では、町民の移動手段を確保するとともに、町民の福祉向上を目的として

平成１６年度から車両２台により巡回バスの運行を行っていました。役場周辺を起

点として町内全域を４路線に分け、現行の路線バスと極力競合しないようにルート

を設定し運行を行っていました。 

 公共交通事情が悪化することにより、人口の流失がさらに進み、地域の衰退が加

速する恐れがあることから、平成２３年度から「長南町地域公共交通総合連携計画」

を策定し、地域内各バス停において地域間幹線系統の民間路線バスと接続でき、か

つ公共交通空白地解消のため、平成２４年１月からデマンド乗り合いタクシーの実

証実験を行い、その後、巡回バスを１台に縮小し、同年１０月にデマンド乗合タク

シーを導入しました。 

 また、平成２９年度から統合小学校の開校に伴うスクールバス導入により、児童

が利用者の大半を占める巡回バスも見直しを迫られました。そこで全ての交通モー

ドを含んだ長期的で持続可能なネットワークを目指すため「地域公共交通網形成計

画」を平成２８年度に策定しました。 

そして令和３年度末に５年間の計画期間が終了となりましたが、今後進展が予想さ

れる少子高齢化、過疎化等の地域課題に対応するため、引き続き利便性の高い地域

公共交通の実現を目指すことを目標とした、「長南町地域公共交通計画」を令和４

年度に策定しました。また、検討をしていた巡回バスの運行について、令和５年３

月末をもち運行を終了しました。 

 デマンド乗り合いタクシーは、公共交通空白地解消のためだけでなく、高齢者、

障害者などの移動を支援する補完軸であり、通院、買い物、バス停留所（路線バス）

への乗り継ぎの移動に対応し、他の交通モードの利便性も高めます。 

 公共交通確保維持改善事業を活用し、デマンド乗り合いタクシーを存続させてい

くことが必要であります。 

２．地域公共交通確保維持事業の定量的な目標・効果 

（１）事業の目標 

デマンド乗合タクシーの年間利用者数 

 年間５，０００人×２事業者  合計１０，０００人以上とする。 

  （※長南町地域公共交通計画 P92参照） 

 

 デマンド乗合タクシーの年間乗合利用率 

 利用者数／利用回数＝１．２％以上 

  （※長南町地域公共交通計画 P92参照） 

 

（２）事業の効果 

デマンド乗合タクシーを維持することにより、公共交通空白地が解消され、自家

用自動車等を利用できない高齢者などの移動手段が確保される。また地域間幹線系

統の民間路線バスとの接続により公共交通ネットワークが連携することで、効率的

な運行が実現でき、町民の外出促進による地域間交流の活性化や健康増進にも大き

な効果が期待できる。 
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別 紙 

３．２．の目標を達成するために行う事業及びその実施主体 

【実施主体】 

長南町、交通事業者 

（※長南町地域公共交通計画 P90参照） 

【事業】 

 公共交通の利便性向上の検討 

 デマンド乗合タクシー運行内容拡充の検討  

 （※長南町地域公共交通計画 P39～P43、P80参照） 

４．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び 

運送予定者 

別添の表１のとおり。 

① 運行地域 

 ・長南町全域でドア・ツー・ドア方式 

②対象者 

・長南町在住の満６５歳以上の方 

・長南町在住で障害者手帳（１級から３級）の交付を受けている方でかつ、自

力で車の乗降ができる方 

③運行曜日 

 ・月曜日から金曜日（但し祝祭日並びに１２月２９日から１月３日は除く） 

④運行時間帯 

 ・７時３０分から１７時 

⑤車両台数 

 ・２台 

⑥運行ダイヤ 

・指定しない 

⑦運賃形態 

 ・１人片道５００円  ペア割 １人片道３００円 

 

○運行予定事業者決定の経緯 

①当該事業者は、一般乗合旅客自動車運送事業の許可を得ている。 

②当該事業者は、町内に事業所を有しており、不測の事態にも迅速に対応できる

ノウハウを有し、住民サービスとして欠落することができない

本事業を円滑に行えることが期待できる。 

 ③当該事業者は、長年にわたり地域住民の身近な交通手段として親しまれ、町内

地理等の知識に長け、信頼も厚く安全・安心な輸送が期待でき

る。 

 ④地元事業者を活用することにより、地場産業の育成や雇用・地域経済の活性化 

にも大きな効果が期待できる。 

 

５．地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額 

運行事業者への委託料については、運行経費から運行収入及び国庫補助金を差し

引いた額を長南町が負担している。(負担金(見込み)9,500千円) 

６．２．の目標・効果の評価手法及び測定方法 

事業者より提出いただく実績資料を使用し毎月集計作業を行い、評価を実施す

る。 

 



別 紙 

７．別表１の補助対象事業の基準ホただし書に基づき、協議会が平日１日当たりの

運行回数が３回以上で足りると認めた系統の概要 

【地域間幹線系統のみ】 

※該当なし 

 

８．別表１の補助対象事業の基準ニに基づき、協議会が「広域行政圏の中心市町村

に準ずる生活基盤が整備されている」と認めた市町村の一覧 

【地域間幹線系統のみ】 

※該当なし 

 

９．生産性向上の取組に係る取組内容、実施主体、定量的な効果目標、実施時期及

びその他特記事項 

【地域間幹線系統のみ】 

※該当なし 

 

10．地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要 

【地域内フィーダー系統のみ】 

 別添の表５のとおり 

 

11．車両の取得に係る目的・必要性 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】 

※該当なし 
 

 

12．車両の取得に係る定量的な目標・効果 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

※該当なし 
 

 

 

（２）事業の効果 

※該当なし 

 

 

 

13車両の取得計画の概要及び車両の取得を行う事業者又は地方公共団体、要する費

用の総額、負担者とその負担額【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式

車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

※該当なし 
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14．老朽更新の代替による費用の削減等による地域公共交通確保維持事業における

収支の改善に係る計画（車両の代替による費用削減等の内容、代替車両を活用

した利用促進策） 

【公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

※該当なし 

 

 

 

 

15．貨客混載の導入に係る目的・必要性 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

※該当なし 
 

 

 

 

16．貨客混載の導入に係る定量的な目標・効果 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

※該当なし 
 

 

 

（２）事業の効果 

※該当なし 
 

 

 

17．貨客混載の導入に係る計画の概要、要する費用の総額、内訳、負担者及び負担

額【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

※該当なし 

 

 

 

18．協議会の開催状況と主な議論 

令和７年６月１９日に開催した第１回長南町地域公共交通活性化協議会の開催 

・令和８年度長南町地域公共交通計画別紙について 

・令和６年度長南町地域公共交通計画の評価について 

・長南町地域公共交通計画の目標達成のための施策について 
合意を得られた。 

19．利用者等の意見の反映状況 

協議会には、関係交通事業者や道路管理者・所轄警察署、地域公共交通の利用者の

代表として町区長会長・町社会福祉協議会長・利用登録者の参加をいただいており、

協議会での議論を反映して作成した。 
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【本計画に関する担当者・連絡先】 

（住 所）千葉県長生郡長南町長南２１１０  

（所 属）企画財政課            

（氏 名）在原 彩花            

（電 話）0475-46-2113           

（e-mail）kikaku@town.chonan.lg.jp     
 

注意： 本様式はあくまで参考であり、補助要綱の要件を満たすものであれば、この様式によら

なくても差し支えありません。 

実際の計画作成に当たっては補助要綱等を踏まえて作成をお願いいたします。 

    各記載項目について、地域公共交通利便増進実施計画及び地域旅客運送サービス継続実

施計画を作成している場合には、当該計画から該当部分を転記したり、別添○○計画△節

のとおり、等として引用したりすることも可能です。（ただし、上記２．・３．については、

地域公共交通利便増進実施計画及び地域旅客運送サービス継続実施計画に定める目標、当

該目標を達成するために行う事業及びその実施主体に関する事項との整合性を図るように

して下さい。また、地域公共交通計画全体として、協議会における協議が整った上で提出

される必要があります）。 

 

※該当のない項目は削除せず、「該当なし」と記載して下さい。 

mailto:kikaku@town.chonan.lg.jp


資料4
表１　地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び運送予定者（地域内フィーダー系統） 令和8年度

起点 経由地 終点 運行態様の別

基準ハで
該当する
要件
（別表７・
９）

補助対象地域間幹
線系統等と接続の
確保

基準ホで該
当する要件
（別表７のみ）

（注）

１．乗用タクシーによる運行の場合は、「運行系統名等」に運賃低廉化を行う運行サービスの名称を記載すること。

２．区域運行又は乗用タクシーによる運行の場合は、運行系統の「経由地」に営業区域又は運賃低廉化対象地域を記載することとし、「起点」、「終点」及び「系統キロ程」について記載を要しない。

３．「系統キロ程」については、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで記載すること。なお、循環系統の場合には、往又は復のどちらかの欄にキロ程を記載し、もう片方の欄に「循環」と記載すること。

４．「利便増進特例措置」及び「運送継続特例措置」については、利便増進計画又は運送継続計画の認定を受け、地域内フィーダー系統に係る特例措置の適用（別表９又は別表１０）を受けて補助対象となる場合のみ「○」を記載すること。

５．「運行態様の別」については、路線定期運行、路線不定期運行、区域運行、乗用タクシーによる運行の別を記載すること。

６．「補助対象地域間幹線系統等と接続の確保」については、地域内フィーダー系統が接続する補助対象地域間幹線系統又は地域間交通ネットワークとどのように接続を確保するかについて記載すること。

７．乗用タクシーによる運行の場合は、「運行系統名」「利便増進特例措置」について記載を要しない。

８．本表に記載する運行予定系統を示した地図及び運行ダイヤを添付すること。乗用タクシーによる運行の場合は、営業区域を示した地図を添付すること。

回日

日 回

日 回

往　　　ｋｍ

復　　　ｋｍ

(2) 長南町デマンド

(4)

(3)

有限会社長南タクシー

市区町村名 運送予定者名
運行系統名等
（申請番号）

系統
キロ程

ゆたか自動車株式会社 (1) 長南町デマンド 町内全域

長南町

(5)

240日
4,560回
9,120回

復　　　ｋｍ

往　　　ｋｍ

復　　　ｋｍ

③

町内全域

往　　　ｋｍ

復　　　ｋｍ

運行系統
地域内フィーダー系統の基準適合

（別表７・別表９・別表１０）

往　　　ｋｍ

復　　　ｋｍ

往　　　ｋｍ

計画
運行
日数

計画
運行
回数

利
便
増
進
特
例
措
置

240日 4,560回 区域運行 ②(１)
長南営業所バス停で地域
間幹線系統、茂原長南線・
茂原病院牛久線との接続

③区域運行 ②(１)
長南営業所バス停で地域
間幹線系統、茂原長南線・
茂原病院牛久線との接続

運
送
継
続
特
例
措
置


